予算要求資料
平成27年度当初予算　　　　　　支出科目　　款：衛生費　　項：医務費　　目：医務費
	事業名　　　障がい児者短期入所運営看護人材育成

モデル事業費(地域医療介護総合確保基金)


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部地域医療推進課 障がい児者医療推進係 電話番号：058-272-1111（内2649）

　　　　　　　                          E-mail：c11230@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　2,000千円　（前年度予算額：　0 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　医療的ケアが必要な重症心身障がい児者等を受け入れる短期入所事業所は、保護者のニーズが極めて高いにも関わらず未だ県内で不足しているが、その最も大きな原因は、障がい児者の短期入所に対応可能な看護師の不足にある。

　　　また、現在既に重症心身障がい児者等を受け入れている短期入所事業所においても、同様の理由から受け入れが頭打ちとなり、利用ニーズに十分応えられないケースがみられる。
（２）事業内容

　　　障がい児者ケアのノウハウを有する訪問看護ステーションや訪問介護事業所等が、短期入所への従事に意欲を持つ専門看護師を雇用し、重症心身障がい児者等の利用ニーズがありながら、看護師の不足などから受け入れが進まない短期入所事業所において実際の短期入所に従事させることで、短期入所に対応可能な看護師を育成する。
　　　将来的にこの看護師が短期入所事業所で勤務することで、持続的な短期入所の運営が可能となる体制を目指す。

　　　なお本モデル事業は、親の会からの要望が繰り返し寄せられるなど、高い利用ニーズに比して、短期入所の受け入れが十分でない東濃圏域を対象として実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　新たな財政支援制度を活用した県単独事業として実施する。
・障がい児者ケアのノウハウを有する訪問看護ステーションや訪問介護事業所等が、短期入所への従事に意欲を持つ専門看護師（２名）を雇用…①
・短期入所事業所は、短期入所による収入の一定額を人件費相当額として、

専門看護師を雇用する訪問看護師テーション等に支払い…②
・短期入所の利用率６４％を下限としたうえで、上記の収支差額（①－②）

を県が支援する（県の支援を必要としない持続的な仕組みとして、利用率８割を目標とする）

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	2,000
	派遣看護師給与等のコストと短期入所収入の差額に対する支援

	合計
	  2,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担

　　　本事業により育成した看護師が短期入所事業所で勤務することで、持続的な短期入所の運営が可能となる体制を目指す。

（２）事業主体及びその妥当性
　　　高い利用ニーズに比して、短期入所の受け入れが十分でない東濃圏域を対象として実施する。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・障がい児者ケアのノウハウを有する訪問看護ステーションや訪問介護事業

所等が、短期入所への従事に意欲を持つ専門看護師を雇用し、重症心身障

がい児者等の利用ニーズがありながら、看護師の不足などから受け入れが

進まない短期入所事業所において実際の短期入所に従事させることで、短

期入所に対応可能な看護師を育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	育成する短期入所対応看護師
	0人
（H25　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	2人
（H28）
	％


	
	（   　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（   ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・県・医療機関・訪問看護ステーションの三者で協定を締結し、東濃地域の医療機関でおこなう短期入所事業に、訪問看護ステーションで雇用した看護師が事業に従事する。（27年1月以降予定）



（前年度の成果）

	・短期入所の受け入れが十分でない東濃地域のニーズに応えることができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	重症心身障がい児者の在宅生活を支えるうえで、短期入所に対応可能な看護師の育成を図ることは喫緊の課題である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	重症心身障がい児者の家族からの要望の多い短期入所の需要に応えることができる。（27年1月以降事業開始予定）

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	国の新たな財政支援制度を活用し、県の財政負担を抑制しながら、喫緊の課題に対応する。
　本事業により育成した看護師が短期入所事業所で勤務すること

で、持続的な短期入所の運営が可能となる体制を目指す。


（今後の課題）

	・障がい児者に対応可能な医師・看護師等の医療人材の育成および確保



（次年度の方向性）
	・東濃圏域において継続実施し、最終的には県の支援を不要とする自律的な

仕組みの実現を目指す。また本モデル事業の進捗を見ながら、他地域での

展開についても検討する。



